（目的）
本規程は、株式会社●●（以下、「当社」という。）と当社子会社（以下合わせて、「当社グループ」という。）の役員の就任及び退任、服務、報酬等に関する基本的事項について定める。
2　当社グループの役員に関する事項は、法令及び定款の定め、又は株主総会、取締役会もしくは監査役会の決議によるもののほか、本規程の定めによる。ただし、当社子会社において個別に規程類を制定している場合は、各社の個別規程類が本規程に優先する。

（定義）
本規程に定める役員とは、株主総会で選任された取締役及び監査役をいう。

（適用範囲）
本規程の定めは、原則として常勤の役員に適用する。
2　非常勤役員については、必要に応じて本規程の定めを準用し、又は都度決定する。
3　従業員と役員を兼務する（以下「使用人兼務役員」という。）場合の使用人部分については、就業規則、個別の労働契約、労働基準法、その他の法令及び社内規程等の定めを優先する。

（遵守事項）
役員は、法令及び定款並びに本規程の定めを遵守し、その責務を誠実に履行し、当社グループの発展に努めなければならない。
2　役員は、遵法の意識を持ち、社会的良識を備えた善良な市民としての行動規範を確立し、遵守するよう努めなければならない。
3　役員は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体と関係を持ち、これを利用したりすることを一切してはならない。

（記録及び管理）
役員の人事等に関する次の事項については、役員台帳を備え、[部長/取締役]（他当社グループにおいても同様）が厳正に管理するものとする。
(1) 生年月日
(2) 役員履歴
(3) 報酬履歴
(4) 持株数
(5) その他必要な事項

第２章　　　就任及び退任

（選任）
役員は、その候補者を当社取締役会の決議に基づき選定し、株主総会の決議により選任する。子会社の役員においては、当社取締役会の決議に基づき選任する。
2　監査役は、監査役の選任を株主総会の目的とすること、又は監査役の選任に関する議案を株主総会に議案として提出することを請求することができる。

（就任手続）
役員に選任された者は、就任を承諾した場合に遅滞なく就任承諾書を提出しなければならない。この場合において就任承諾書は、役員選任の決議がなされた株主総会の議事録に、その就任を承諾する旨を記載することで代替することができる。
2　前項の定めは、重任の場合も適用する。
3　役員の就任日は、就任承諾書の提出日にかかわらず株主総会決議の日からとする。
4　従業員が役員に就任した場合は、その資格を失い退職するものとし、速やかに退職の手続きを執る。ただし、使用人兼務役員となる場合を除く。

（退任）
役員は、次のいずれかに該当する場合に退任し、役員としての身分を失う。
(1) 任期満了
(2) 辞任
(3) 死亡
(4) 解任
(5) 資格喪失
2　前項第１号の定めについて、法令又は定款等に別段の定めがある場合は、これに従うものとする。
3　第１項第２号の定めにかかる意思表示は、原則として３箇月前に届け出ることにより行うものとする。ただし、不正な行為等を行った役員又は適格性のない役員に対して、取締役会が辞任を勧告した場合は、この限りでない。
4　第１項第４号の定めについては、株主総会決議による。
5　第１項第５号の定めについては、次のとおりとする。
(1) 取締役が監査役に就任した場合は、取締役の資格を喪失する。
(2) 監査役が取締役に就任した場合は、監査役の資格を喪失する。
(3) 取締役又は監査役が法令等で定める欠格事由に該当することとなった場合は、その資格を喪失する。

第３章　　　　服務

（責務）
役員は、法令、定款、株主総会の決議及び社内規程等の定めを遵守し、当社グループのために忠実にその職務を行わねばならない。

（役員の心構え）
取締役は、日頃からその職務の遂行にあたって、次の点に留意しなければならない。
(1) 当社グループの経営方針を計画的に実行する。
(2) 職責を十分に自覚し、自らの信念に基づき行動する。
(3) 法令及び定款等を熟知し、コンプライアンス意識を徹底する。
(4) 業界を取り巻く環境の変化を把握し、経営課題の発見と解決に努める。
(5) 社内の意思疎通を図り、組織の円滑かつ効率的な運営に努める。
(6) 公平無私の精神で従業員に接し、その指導及び育成に努める。
(7) 地位を利用した強権の発動を廃し、良好な職場環境の維持、従業員の健康増進に努める。
(8) 人格を陶冶し、自己研鑽に努める。
2　監査役の心構えは、監査役規程の定めによる。

（禁止事項）
役員の禁止行為は、法令等に定めるもののほか、次のとおりとする。
(1) 当社グループの不名誉もしくは不利益となり、あるいは当社グループに対する不信感もしくは社内の動揺を招くおそれのある行為又は言動をすること
(2) 職務上の地位を利用して自己又は第三者のために取引をなし、あるいは手数料、リベート等を収受すること
(3) 在任中に、当社グループの承諾なくして自ら事業を営み、又は他の職務を兼任すること
(4) その他社会通念上許容されない行為

（機密保持）
役員は、その職務上知り得た当社グループの機密を正当な事由なく当社グループの内外に漏洩してはならない。
2　前項の定めは、退任後も同様とする。

（個人利益の返還）
役員が、その職務に関連して不正又は不当な利益を得た場合は、その利益を返還しなければならない。

（損害賠償）
役員が、故意又は過失により、もしくは本規程の定めに違反し、当社グループに損害を与えた場合は、その全部あるいは一部を賠償させることがある。

（就業時間）
役員の就業時間は、原則として従業員の就業規則に準ずるものとする。
2　前項の定めにかかわらず、役員は就業時間外であっても、その職務上の責任を免れないことがある。

（欠勤、遅刻、早退等の連絡義務）
役員が欠勤、遅刻、早退等をする場合は、事前に又は事後遅滞なく当社管理部（子会社においても同様）に届け出るものとし、その職務に支障の無いように努めるものとする。

（休暇）
役員の休暇は、原則として従業員の就業規則に準ずるものとする。

（災害補償）
役員の業務上の傷病に対する療養補償、休業補償、障害補償、業務上の死亡に対する遺族補償又は葬祭料については、従業員に対する災害補償を勘案し、取締役会で決議する。

（福利厚生）
役員の福利厚生については、原則として従業員の就業規則に準ずるものとする。

（慶弔）
役員の慶弔については、原則として従業員の慶弔見舞金規程の定めに準ずるものとする。なお、必要に応じてその額は、増減額することができる。

第４章　報酬

（報酬等の額の決定）
報酬、賞与又は職務の対価として、役員が当社グループから受ける財産上の利益（以下「報酬等」という。）の額は、株主総会で決議された報酬総額の限度内で、次のとおり決定する。
(1) 取締役の報酬等の額は、取締役会で決定する。
(2) 監査役の報酬等の額は、株主総会で決定する。
2　前項各号に定める報酬等の額の決定にあたっては、世間水準、経営内容及び従業員の賃金等とのバランスに配慮するものとする。

（使用人兼務役員の報酬等）
使用人兼務役員は、役員の報酬等と従業員の賃金等に区分して支払う場合がある。

（支払方法）
役員の報酬は、月額で決定し、従業員の賃金の支給と同様の方法で支払うものとする。
2　前項に定める報酬以外の報酬等は、取締役会の決議又は株主総会で決定する。

（手当の支給）
通勤費等の実費負担を除き、原則として、手当は支給しない。なお、通勤費は、社用車を利用している場合は、支給しない。

（退職慰労金）
役員の退職慰労金は、役員慰労金規程に準じて支払うものとする。

附則

（改廃)
本規程の改廃は、取締役会の決議による。

（疑義事項）
本規程の解釈に疑義を生じた場合は、規程等管理規程の定めによる。

（所管部門）
本規程の所管部門は、●●部とする。

（施行期日）
本規程は、●●年●●月●●日より施行する。
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